
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,800 単位時間 690 単位時間 0 単位時間 1,110 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位

60 人 50 人 人 2 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 4

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等におい
てその担当する教育等に従事した者であって、当該専
門課程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算
して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 6

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 4

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 13

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高
度の実務の能力を有する者を想定）の数

10

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 3

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

総授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

0

うち必修授業時数 1,800

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 870

センタラグランドホテル大阪、ハイアットリージェンシー大阪、スイスホテル南海大阪、ANAクラウンプラザホテル大阪、なだ万、ひらまつ、鮨よしたけ、オテ
ルドヨシノ、祇園　味舌、PONTE VECCHIO、ほか

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.daicho.ac.jp/

96
■進学者数 0
■その他

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち必修授業時数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,980

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 870

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

1

（令和4年度卒業生）

23
■地元就職者数 (F) 18
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 96

78

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 24
■就職希望者数 (D)　　　　　： 24
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和４年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的 高い技術力と社会で活躍できる即戦力、「食」関連分野に関する深い知識を有し、創造力をもち新たな企画構想を商品化できる人材を養成することを目的とする。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

取得可能な資格：調理師免許、専門士、ふぐ処理登録者、技術考査、食育インストラクター、ライフカラー検定２，３級、野菜ソムリエ
中退率：2.0%

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数 講義 演習 実習 実験 実技

衛生 衛生専門課程 調理総合本科 平成30(2018)年度 - 令和 2(2020)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

令和5年7月31日

595-0021

0725－45－6000
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人村川学園 昭和58年5月11日 村川　秀夫 大阪府泉大津市東豊中町3－1－15
595-0021

0725－41－4330

大阪調理製菓専門学校 昭和57年10月25日 村川　秀夫 大阪府泉大津市東豊中町3－1－15

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



種別

①

①

③

③

③

学内

学内

学内

学内

学内

（年間の開催数及び開催時期）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（8月、3月）

（開催日時（実績））
第1回　令和4年8月30日　16：30～18：40

第2回　令和5年3月7日　14：00～16：00

第3回　令和5年8月30日　16：30～18：30

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
本学園に編成された教育課程の運営を、企業等と連携を図り、当該専門課程の教育課程を施すのにふさわしい授業科目
の開設又は授業内容・方法の改善・工夫を行う

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

当該委員会は本学園が行う教育課程の編成における意思決定の過程とし、組織上の位置づけとしては、現状の教育課程
の問題点を把握し、改善内容の検討・提案を行い、より実践的な教育課程の実施を目指すためのものとする。
教育課程編成委員会の意見は学内のカリキュラム編成会議で審議されたのち、校長の許可を経て決定する。最終的には
理事長の承認を得る必要がある。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

令和5年7月31日現在

内田　和夫 （公社）日本中国料理協会　大阪地区本部　参与 令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

與田　健二 ホテルモントレ株式会社　人事部　係長 令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

文野　章彦
ホテル・アゴーラ リージェンシー大阪堺　シニアディ
レクター

令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

清水　賢 BISTRO La ratatouilleエグゼクティブシェフ 令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

村川　秀夫
学校法人村川学園　理事長／大阪調理製菓専門
学校校長

名　前 所　　　属 任期

久松　幸彦
（公社）全日本司厨士協会　関西地方本部大阪本
部　理事長

令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

松本　智子
学校法人村川学園　評議員／法人本部　事務局
長

令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

空閑　エリナ 法人本部　事務局　校務1課　事務長 令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

森　孝司 大阪調理製菓専門学校　校長代理 令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

吉本　薫
大阪調理製菓専門学校　製菓衛生師科・製菓総合
本科　学科長

令和4年4月1日～
　令和6年3月31日

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

コンクールへの取り組みについてコンクールで賞をとることで重みがでるという意見については、実習において細工菓子を
取り入れたり、自主トレーニングの時間などを改善をしている。
また、社会にでて重要視されるのが、基礎基本であるという意見について、実習の中で基礎技術の反復練習であるルー
ティーントレーニングをとり入れている。授業の中でもコストを意識する仕組みが必要という意見については販売実習の中
で、コストを意識する内容を取り入れている。



フードサービス　Ⅱ

飲食店に来るお客様は、お金で物質的・精神的なサービ
スを買うために来店しており、支払う代金にふさわしい
サービスを期待している。そのため、接客者はプロとして
の意識を十分に持ち、お客様に対し適切な対応をしなけれ
ばならない。本科目ではフードサービスⅠで学んだ知識を
踏まえ、飲食店などを想定した商品開発、企画等を含めよ
り実践的に学修する。

ビタミン乳業㈱
㈱マツヤ

デザイン

ライフケアカラー検定3級資格取得に向けたカラーコーディ
ネートの授業、レシピ書きに必要なデッサンの方法や商品
のポップづくり、また、プロのカメラマンによる、SNSを利用
した料理写真の撮影術まで幅広く学ぶ。味だけでなく、視
覚的な魅力を伝える料理人を目指す。

㈱ケシオン
㈱ヤマハミュージックジャパン

調理理論

調理における各々の食品のテクスチャー、味、香り、外観
などの変化を把握し、最適に仕上げるために必要な調理
条件について、理論と手法を修得する。日常食、行事食、
デザートなど、種々の献立において、集団調理にも応用展
開できる力をつける。

不二製油㈱

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

連携企業には、実践トレーニング施設における販売促進や商品開発、大量生産におけるアドバイス、材料の知識などを受
ける。実習前には、集団指導を行うとともに、実習内容についての達成度を評価し、必要な個別指導を行う。実習がスムー
ズに進むように、実習開始1か月前までには、連携企業担当者と、実習担当者、指導教員で事前に学生の把握、実習内
容，評価方法、必要な知識など事前教育内容についての意見交換を行う。担当教員は、連携企業担当者の意見をもとに
学生が提出するレポート課題を踏まえて評価する。

フードサービス　Ⅰ

飲食店に来るお客様は、お金で物質的・精神的なサービ
スを買うために来店しており、支払う代金にふさわしい
サービスを期待している。そのため、接客者はプロとして
の意識を十分に持ち、お客様に対し適切な対応をしなけれ
ばならない。本科目ではフードサービスⅠで学んだ知識を
踏まえ、飲食店などを想定した商品開発、企画等を含めよ
り実践的に学修する。

アメリカ農産物貿易事務所
㈱天満大阪昆布

㈱ケイクール

調理師としての基本的な態度を身につけ、調理師の業務
について、調理技術の習熟度による業務内容の分担や役
割を理解する。「調理実習　I」で学んだ基礎技術と知識を
さらに向上させ、よりグレードの高い料理に発展させる。調
理機器・器具の取り扱い、食材の扱いと下処理、調理操
作、調味、盛り付けなどの調理過程全体の基本技術を修
得するとともに、各種料理の特性について調理を通して理
解する。

株式会社Mizkan

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
職業もしくは実際生活に必要な能力を養成することという専門学校の目的を踏まえ、実学を重視する教育方針を実現する
ために教室で習得した基本技術・知識を応用的に実社会に求められる人材となるために、当該専門分野において就職先、
また就職後に取引先となる会社と連携して実践的なトレーニングをカリキュラムに設けて実施していく

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

調理実習　Ⅱ



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

令和5年2月6日（火） 対象： 教職員

実習、デザイン学で使用するcanvaを用いたポスター、チラシ、レシピ帳の作成方法

②指導力の修得・向上のための研修等

グローバル、テクノロジー、多様化、イノベーションをテーマに10年後の村川学園のビジョン構築

教務システムについて 連携企業等： 富士インフォックス・ネット株式会社

令和5年2月24日（金） 対象： 教職員

教務システムとは、システムの利用方法、出席入力の方法について

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

カリフォルニアチーズの歴史について。SDGsへの取組み。チーズの食べ比べ

canvaについて 連携企業等： Line Design

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

当校の教職員研修規程に定めるとおり、研修の内容は企業等と連携し、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修
等や指導力の獲得・向上を目的とし、教員のレベルや担当分野に応じて計画的に受講させるものとする。研修スケジュー
ルとプログラムに関しては、前期分は前期が始まる前、後期分は後期が始まる前に教職員に通知しなければならない。製
菓総合本科の教育目標と最終的な就職指導のために、担当職員は研修等を通じてスキルの向上を目指していく。
＜就職指導上のスキル＞
調理分野における就職に際して必要な情報の収集と求められている人物像
業態別の就職事情とそのために必要な教育内容や指導方法
＜授業におけるスキル＞
習熟度チェックの方法と効果的なフィードバックについて

ビジョン構築について 連携企業等： 株式会社リクルート

令和4年10月15日（土） 対象： 教職員

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

当校の教職員研修規程に定めるとおり、研修の内容は企業等と連携し、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修
等や指導力の獲得・向上を目的とし、教員のレベルや担当分野に応じて計画的に受講させるものとする。研修スケジュー
ルとプログラムに関しては、前期分は前期が始まる前、後期分は後期が始まる前に教職員に通知しなければならない。製
菓総合本科の教育目標と最終的な就職指導のために、担当職員は研修等を通じてスキルの向上を目指していく。

カリフォルニアチーズについて 連携企業等： カリフォルニアミルク協会 

令和4年8月23日（火） 対象： 教員



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

株式会社ミライロ

令和5年10月予定 対象： 教職員

障がいについての理解。ユニバーサルマナー検定について

②指導力の修得・向上のための研修等

（オンライン開催）AEDの使用方法を含めた、成人に対する心肺蘇生法及び大出血時の止血法等の応急
手当。
話す力、聞く力向上セミナー 連携企業等： 株式会社リクルート

令和5年9月28日（木） 対象： 教職員

授業での話し方向上、在校生や保護者との対応での傾聴力を高める

障がいを持つ学生の対応について 連携企業等：

商品開発について 連携企業等： 株式会社ASP

令和5年5月29日（月） 対象： 教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

商品開発の流れ。流行とは。

ソルガムとは 連携企業等： 米国穀物協会

令和5年11月予定 対象： 教員

ソルガムとは。調理特性。レシピ開発のポイントについて

救命実技講習 連携企業等： 泉大津市消防署

令和5年8月7日（月） 対象： 教職員



種別
企業等評
価委員
企業等評
価委員
企業等評
価委員
企業等評
価委員
企業等評
価委員

西山　晋 ボンヴィラージュ・オゼ
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

今井　豊 有限会社ティケイ企画
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

西平　直之 ホテル日航関西空港
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

高田　剛史 株式会社桜珈琲
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

芝野　茂夫 レストラン・シャンソニエ
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の募集と受け入れ
（８）財務 財務

（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学習成果
（５）学生支援 学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 教育理念
（２）学校運営 学校運営

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者として、調理製菓分野の関係団体の関係者及び店舗実務者と共に、学校関係者評価委員会を設置して、
当該分野における実務に関する知見を生かして、教育目標や教育環境等について評価し、その評価結果を次年度の
教育活動および学校運営の改善の参考とする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）学校関係者評価結果の活用状況
令和4年度は、令和3年度の自己点検・評価報告書を資料として、関係教職員との意見交換も含め、学校関係者評価委員
会において外部評価を実施した。学校関係者評価委員会は、本校の学校運営・教育活動について検証・評価及び助言を
行うことを目的として実施している。令和4年度の第1回学校関係者評価委員会は令和4年8月10日（水）に開催し、委員会
の活動方針、自己点検・評価の取組・評価項目・重点目標の説明、委員と関係教職員における質疑応答を行った。第2回
目の委員会は、令和5年3月1日（水）に開催した。
【本校並びに本学科に対する意見は以下の通りである】
１．コロナ禍に学生生活を過ごした学生たちが卒業して社会にでていく。その 中でこれらの教育理念を理解できたのか、十
分に吸収できたのか不安であ る。卒業した学生たちが、気軽にもう一度学びたいというところがでてく れば、フォローのご
準備をいただきたいと思う。
２.セクションリーダー制度について、組織として年数がたつと疲弊化してい くものであり、その都度で見直しが必要だと思
う。
３．人間性を大事にするというところは、いろいろなところで共通するテーマ かと思う。必要とされるのはまず人間性。いろん
なことに配慮ができるこ と。
４．オンライン授業に関しては、オンラインでの長所と短所を織り交ぜた内容 の発信をしていく。教員のサポートを充実さ
せ、学生の理解度の上昇に繋 げる必要がある。
５．専門学校への入学は、就職を視野に入れた入学であるはずで、学生だけでなく保護者や友人関係を駆使して、ひとりで
も多く卒業できるよう救って頂きたい。
６．さまざまな形で社会貢献ができるとおもうので引き続きこのような事業を 展開していっていただきたい。

以上を学内で共有し、以下のように学校運営に生かした。カリキュラムの検討は、各科担当教員と教育課程編成委員会を
活用し実施する。その上で、本校の教育の方向性に関わる内容については、学内で審議し決定していく。
【意見に対する学校運営に関する具体的対応】
１．学園三訓、校是は授業履修の手引きに記載し、学生に周知している。
２．セクションリーダー制度を活発化するために月１回の定例会議を設けている
３．産学連携や行政と連携を積極的に取り入れ、ホームページ・アプリ等で情報発信をしている
４．オンライン授業で解決できなかった質問の機会は対面授業も併用することで解消している。
５．企業側の意見聴取を進め、実現に向けて調整をしていく。
６．寄付やＳＤＧｓなどへの取り組みを積極的に取り組んでいる

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
#REF!

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献
（１１）国際交流



企業等評
価委員
企業等評
価委員
企業等評
価委員
企業等評
価委員

卒業生

卒業生

PTA

高等学校

高等学校

高等学校

高等学校

公共団体

公共団体

公共団体植原　和彦 岸和田市教育委員会
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

令和5年4月1日

住岡　篤 和歌山県立和歌山高等学校
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

田中　昌博 岸和田市　魅力創造部　農林水産課
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

山下　貴之 泉大津市　総合政策部地域経済課
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

中川　千津江 学校法人　宣真学園　宣真高等学校
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

片山　造 大阪府立伯太高等学校
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

正川 昌彦 学校法人精華学園　精華高校
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

笹田 　智 ー
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

髙橋　久美子 ー
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

川邑　千佳 ー
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(2年）

駒田　尚紀
南海電気鉄道株式会社　まち共創本部　共創

事業部
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(4年）

本田　和也 三井不動産商業マネジメント株式会社
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(5年）

長谷部　佑介 三井不動産商業マネジメント株式会社
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(6年）

真貝　征志郎
南海電気鉄道株式会社　まち共創本部　共創

事業部
令和4年4月1日～令和6年3月
31日(3年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.daicho.ac.jp/information/data/assessment-izumi.pdf
公表時期：



令和5年4月1日

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.daicho.ac.jp/information/data/check-izumi.pdf
公表時期：

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 財務
（９）学校評価 法令等の遵守
（１０）国際連携の状況 海外研修

（５）様々な教育活動・教育環境 学生支援
（６）学生の生活支援 教育環境
（７）学生納付金・修学支援 学生の募集と受け入れ

（２）各学科等の教育 教育活動（各学科の入学定員・養成目的、成績評価・修了の認定、卒業・進級認定、定期試験、成績分布と客観的指標の計算方法に関する内容、教育スケジュール、就職実績 、資格取得一覧 ）
（３）教職員 教職員数
（４）キャリア教育・実践的職業教育 学修成果

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
 教育活動や学校情報を外部に提供することにより、専門学校の社会的な理解・評価を促進し、教育の質の確保・向上を図
ることを目的とする。情報の提供にあたっては、学生や保護者、関係業界等が求める情報の内容を把握し、その求めに応
じた情報を適切に提供することを基本とし、また、その方法にあたっては、ホームページなど適切な手段で行う。
（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画 教育理念・目的・育成人材像等

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係


